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令和８年度吉野町下水道事業特別会計予算　

（総則）

第 １ 条　令和８年度吉野町下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 ２ 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 処理区域内人口 1,780 人

（２） 年間総汚水量 173,375 ㎥

（３） 1日平均汚水量 475 ㎥

（４） 主な建設改良工事　上市地内マンホールポンプ更新工事 2,000 千円

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 １ 款　下水道事業収益

第 １ 項 　営業収益 23,488 千円

第 ２ 項 　営業外収益 103,511 千円

第１款　下水道事業費用

第 １ 項 　営業費用 193,493 千円

第 ２ 項 　営業外費用 16,151 千円

第 ３ 項 　特別損失 50 千円

（資本的収入及び支出）

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。

第 １ 款　資本的収入

第 １ 項 　企業債 93,600 千円

第 ２ 項 　補助金 61,277 千円

第 ３ 項 　負担金 33 千円

第 １ 款　資本的支出

第 １ 項 　建設改良費 17,839 千円

第 ２ 項 　企業債償還金 135,420 千円

収 入

支 出

収 入

支 出
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（特例的収入及び支出）

第 ４ 条の ２　地方公営企業法施行令第４条第４項 の規定により当該事業年度に属する債権及び

債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ1,827千円及び1,694千円である。

（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率

93,600 5%

千円 以内

（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、15,000千円と定める。

第 ７ 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり定める。

（１） 収益的支出における各項間の流用

（２） 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ８ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費

（他会計からの補助金）

第 ９ 条　維持管理事業に要する経費、職員給与に要する経費、長期債元金及び利子の償還のため

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、84,556千円である。

施設更新
工事　他

令 和 ８ 年 ３ 月 ５ 日 提 出

吉野町長　中井　章太

政府資金又は地方公共団体金融機構資金
については､その融資条件により､銀行その
他の場合には､その債権者と協定するものと
する｡ただし､財政その他の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償

還又は低利に借換えすることができる。

償 還 の 方 法

証書借入
又は

証券発行
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令和８年度吉野町下水道事業特別会計予算実施計画

収益的収入及び支出 （単位 ： 千円）

収　　　　　入

款 項 目 予 定 額 備 考

1.下水道事業収益 126,999

1.営業収益 23,488

1.下水道使用料 23,482

2.その他営業収益 6

2.営業外収益 103,511

1.他会計補助金 23,279

2.長期前受金戻入 80,231

3.消費税及び地方
　.消費税還付金

1

支　　　　　出

款 項 目 予 定 額 備 考

1.下水道事業費用 209,694

1.営業費用 193,493

1.管渠費 2,105

2.ポンプ場費 3,350

3.総係費 15,595

4.流域下水道
　.維持管理負担金

11,361

5.減価償却費 161,082

2.営業外費用 16,151

1.支払利息及び
　.企業債取扱諸費

14,807

2.消費税及び
　　地方消費税

1,344

3.特別損失 50

1.過年度損益修正損 50
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資本的収入及び支出 （単位 ： 千円）

収　　　　　入

款 項 目 予 定 額 備 考

1.資本的収入 154,910

1.企業債 93,600

1.企業債 93,600

2.補助金 61,277

1.他会計補助金 61,277

3.負担金 33

1.受益者負担金 33

支　　　　　出

款 項 目 予 定 額 備 考

1.資本的支出 153,259

1.建設改良費 17,839

1.流域下水道建設
　.負担金

15,719

2.固定資産購入費 2,120

2.企業債償還金 135,420

1.企業債償還金 135,420
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1.　総括 （単位 ： 千円）

報酬費 給料 手当 計
1 0 4,190 4,350 8,540 1,570 340 10,450
0 0 0 0 0 0 0 0
1 0 4,190 4,350 8,540 1,570 340 10,450
1 0 4,032 3,508 7,540 1,520 330 9,390
0 0 0 0 0 0 0 0
1 0 4,032 3,508 7,540 1,520 330 9,390
0 0 158 842 1,000 50 10 1,060
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 158 842 1,000 50 10 1,060

区
分

期末勤勉 扶養 児童 通勤
時間外
勤務

休日勤務 住居 管理職
特殊勤

務
地域

本年度 1,830 320 240 30 800 0 0 0 1,010 120
前年度 1,672 276 240 24 1,200 0 0 0 0 96
比 較 158 44 0 6 △ 400 0 0 0 1,010 24

会計年度任用職員以外の職員

報酬費 給料 手当 計
1 0 4,190 4,350 8,540 1,570 340 10,450
0 0 0 0 0 0 0 0
1 0 4,190 4,350 8,540 1,570 340 10,450
1 0 4,032 3,508 7,540 1,520 330 9,390
0 0 0 0 0 0 0 0
1 0 4,032 3,508 7,540 1,520 330 9,390
0 0 158 842 1,000 50 10 1,060
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 158 842 1,000 50 10 1,060

区
分

期末勤勉 扶養 児童 通勤
時間外
勤務

休日勤務 住居 管理職
特殊
勤務

地域

本年度 1,830 320 240 30 800 0 0 0 1,010 120
前年度 1,672 276 240 24 1,200 0 0 0 0 96
比 較 158 44 0 6 △ 400 0 0 0 1,010 24

2.　給料及び手当の増減額の内訳 （単位 ： 千円）
増減額

3.　給料及び手当の状況
（１）職員一人当たりの給与

手
当
の
内
訳

842

損益勘定支弁職員

前
年
度

比
較

計

当
年
度

資本勘定支弁職員
計

損益勘定支弁職員
資本勘定支弁職員

計
損益勘定支弁職員
資本勘定支弁職員

職員数
給与費 法定

福利費
退職

給与金
合計

比
較

手
当
の
内
訳

区 分

計
資本勘定支弁職員
損益勘定支弁職員

合計

当
年
度

前
年
度 計

給 与 費 明 細 書

区 分 職員数
給与費 法定

福利費
退職

給与金

資本勘定支弁職員
損益勘定支弁職員

計
資本勘定支弁職員
損益勘定支弁職員

令和７年１月１日現在

事務、技術職給料表
347

628

48

336

628

48

区分

令和８年１月１日現在

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平均給与月額（千円）

平均給料月額（千円）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平均給与月額（千円）

平均給料月額（千円）

備考

昇給率　3.9186％給料

手当 その他の増減額

158

前記1.総括欄の手当
の内訳のとおり

842

158

増減事由別内訳

昇給に伴う増減分

説明

【　５　】



（２）初任給

一般行政職 技能労務職

高校卒 166,600 166,600 159,500
短大卒 180,700 180,700 －
大学卒 196,200 196,200 179,600

（３）級別職員数

職員数 構成比
－ －
－ －
1 100%
－ －
－ －
－ －
1 100%
－ －
－ －
1 100%
－ －
－ －
－ －
1 100%

（級別の標準的な職務内容）
区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級

（４）期末、勤勉手当

６月 １２月
2.30ヵ月 2.30ヵ月 4.60ヵ月
2.250ヵ月 2.250ヵ月 4.50ヵ月
2.250ヵ月 2.250ヵ月 4.50ヵ月

（５）その他の手当

区 分

179,600
－

159,500

一 般 会 計 の 制 度
技 能 労 務 職一般行政職

５級
４級
３級
２級
１級

３級
２級
１級
計

６級

級
事 務 、 技 術 職

区 分

参事及びこ
の職務に相
当する職務

課長、主幹
及びこの職
務に相当す

る職務

課長補佐及
びこの職務
に相当する

職務

主任及びこ
の職務に相
当する職

務。高度の
知識又は経
験を必要と
する主査及
びこの職務
に相当する

職務

主査及びこ
の職務に相
当する職務

主事、主事
補の職務

一般行政職

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

計
６級
５級
４級

備 考支給率
支給期別支給率

区 分

同 一

一般会計の制度
前 年 度
本 年 度

通 勤 手 当

地 域 手 当
住 居 手 当

扶 養 手 当
一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同区 分

同 一
同 一
同 一
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令和７年度吉野町下水道事業特別会計予定損益計算書 （単位 ： 円　税抜）
（令和７年４月１日〜令和８年３月３１日）

資産の部

1 　営業収益

　（1）下水道使用料 21,656,363

　（2）その他営業収益 5,455 21,661,818

2 　営業費用

　（1）管渠費 1,234,456

　（2）ポンプ場費 3,001,819

　（3）総係費 18,399,458

　（4）流域下水維持管理負担金 10,360,910

　（5）減価償却費 152,622,772

　（6）資産減耗費 0 185,619,415

　　営業利益 △ 163,957,597

3 　営業外収益

　（1）他会計補助金 29,867,000

　（2）長期前受金戻入 76,530,977

　（3）雑収益 0 106,397,977

4 　営業外費用

　（1）支払利息及び

　　　　　企業債取扱諸費 15,930,000

　（2）雑支出 2,451,236 18,381,236 88,016,741

　　経常利益 △ 75,940,856

5 　特別利益

　（1）過年度損益修正益 0

　（2）その他特別利益 0 0

6 　特別損失

　（1）過年度損益修正損 1,221,819 1,221,819 △ 1,221,819

　　当年度純利益 △ 77,162,675

　前年度繰越利益剰余金 0

　その他未処分利益剰余金変動額 0

　当年度末処分利益剰余金 △ 77,162,675

【　７　】



令和８年度吉野町下水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位 ： 円）

1 事業活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 79,544,075

減価償却費 153,191,435

賞与引当金増加額 556,000

長期前受金戻入額 △ 77,099,640

支払利息及び企業債取扱諸費 14,807,000

営業及び営業外未収金増加額 △ 1,058,560

営業及び営業外未払金・未払費用増加額 1,042,152

小計 11,894,312

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 14,807,000

業務活動によるキャッシュ・フロー① △ 2,912,688

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 17,719,000

無形固定資産取得額 0

他会計補助金による収入 61,277,282

負担金による収入 33,000

投資活動によるキャッシュ・フロー② 43,591,282

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 93,600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 135,419,382

財務活動によるキャッシュ・フロー③ △ 41,819,382

資金増加額（又は減少額）④＝①+②+③ △ 1,140,788

資金期首残高 1,333,845

資金期末残高 193,057

（ 令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 ～ 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）
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公共下水道事業会計 (単位　円)

1.固定資産
（1）有形固定資産
　イ　建物 2,814,086
　　減価償却累計額 △ 111,437 2,702,649
　ロ　構築物 3,126,205,642
　　減価償却累計額 △ 105,259,739 3,020,945,903
　ハ　機械及び装置 165,174,539
　　減価償却累計額 △ 18,992,540 146,181,999
　ニ　車両及び運搬具 1,273,340
　　減価償却累計額 △ 229,201 1,044,139
　ホ　工具器具及び備品 2,365,344
　　減価償却累計額 △ 1,004,805 1,360,539
  ヘ　建設仮勘定 0
　ト　その他有形固定資産 640,337
　　減価償却累計額 △ 288,151 352,186
　有形固定資産合計 3,172,587,415
　(2)　無形固定資産
　イ　施設利用権 218,791,409
　無形固定資産合計 218,791,409
固定資産合計 3,391,378,824
２流動資産
　（1）現金預金 1,333,845
　（2）未収金 767,660
流動資産合計 2,101,505
資産合計 3,393,480,329

３　固定負債
　　（1）企業債 1,070,215,603
固定負債合計 1,070,215,603
４　流動負債
　　（１）企業債 135,419,382
　　（２）未払金 651,068
　　（３）引当金 690,000
流動負債合計 136,760,450
５　繰延収益
　　　（１）長期前受金
　　　イ　工事負担金 142,690,525
　　　ロ　国庫補助金 1,473,243,601
　　　ハ　県補助金 190,766
　　　ニ　一般会計補助金 371,014,458
　　　長期前受金合計 1,987,139,350
　（２）長期前受金収益化累計
　　イ　工事負担金 △ 5,366,898
　　ロ　国庫補助金 △ 56,466,359
　　ハ　県補助金 △ 5,276
　　ニ　一般会計補助金 △ 14,692,444
　長期前受金収益化累計額合計 △ 76,530,977
繰延収益合計 1,910,608,373
負債合計 3,117,584,426

６　資本金
　　　　（１）自己資本金
　　　　イ　固有資本金 353,058,578
　　自己資本金合計 353,058,578
資本金合計 353,058,578
７　剰余金
　（１）利益剰余金
　イ　当年度未処分利益剰余金 △ 77,162,675
　利益剰余金合計 △ 77,162,675
剰余金合計 △ 77,162,675
資本合計 275,895,903
負債資本合計 3,393,480,329

　令和８年度当初予算予定貸借対照表　(令和８年３月３１日)

資産の部

負債の部

資本の部

【 　９　 】



公共下水道事業会計 (単位　円)

1.固定資産
（1）有形固定資産
　イ　建物 2,814,086
　　減価償却累計額 △ 222,874 2,591,212
　ロ　構築物 3,128,205,642
　　減価償却累計額 △ 210,519,478 2,917,686,164
　ハ　機械及び装置 165,174,539
　　減価償却累計額 △ 38,078,159 127,096,380
　ニ　車両及び運搬具 1,273,340
　　減価償却累計額 △ 458,402 814,938
　ホ　工具器具及び備品 2,365,344
　　減価償却累計額 △ 2,017,728 347,616
  ヘ　建設仮勘定 0
　ト　その他有形固定資産 640,337
　　減価償却累計額 △ 576,302 64,035
　有形固定資産合計 3,048,600,345
　(2)　無形固定資産
　イ　施設利用権 207,306,044
　無形固定資産合計 207,306,044
固定資産合計 3,255,906,389
２流動資産
　（1）現金預金 193,057
　（2）未収金 1,826,220
流動資産合計 2,019,277
資産合計 3,257,925,666

３　固定負債
　　（1）企業債 1,033,059,481
固定負債合計 1,033,059,481
４　流動負債
　　（１）企業債 130,756,122
　　（２）未払金 1,693,220
　　（３）引当金 1,246,000
流動負債合計 133,695,342
５　繰延収益
　　　（１）長期前受金
　　　イ　工事負担金 142,723,525
　　　ロ　国庫補助金 1,473,243,601
　　　ハ　県補助金 190,766
　　　ニ　一般会計補助金 432,291,740
　　　長期前受金合計 2,048,449,632
　（２）長期前受金収益化累計
　　イ　工事負担金 △ 10,733,796
　　ロ　国庫補助金 △ 112,932,718
　　ハ　県補助金 △ 10,552
　　ニ　一般会計補助金 △ 29,953,551
　長期前受金収益化累計額合計 △ 153,630,617
繰延収益合計 1,894,819,015
負債合計 3,061,573,838

６　資本金
　　　　（１）自己資本金
　　　　イ　固有資本金 353,058,578
　　自己資本金合計 353,058,578
資本金合計 353,058,578
７　剰余金
　（１）利益剰余金
　イ　当年度未処分利益剰余金 △ 156,706,750
　利益剰余金合計 △ 156,706,750
剰余金合計 △ 156,706,750
資本合計 196,351,828
負債資本合計 3,257,925,666

　令和８年度当初予算予定貸借対照表　(令和９年３月３１日)

資産の部

負債の部

資本の部
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令和８年度吉野町下水道事業特別会計会計書類に関する注記事項

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産（リース資産を除く）
・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数
建物及び附属設備 10～60年
構築物 10～60年
機械及び装置 5～20年
車両及び運搬具 4年
工具器具及び備品 2～15年

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）
・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数
施設利用権 35年

２. 引当金の計上方法
・ 賞与引当金及び法定福利費引当金

　職員の期末手当・勤勉手当及び、期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支給に備える
にため当年度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

３. 消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等
ついては、当年度の費用として処理している。

Ⅱ. 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

１. 予定キャッシュ・フロー計算書等の表示方法
間接法による

Ⅲ. 予定貸借対照表等に関する注記

１. 企業債の償還に係る他会計の負担
　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還
予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１,０７９,９２５千円である。

Ⅳ. セグメント情報に関する注記

１. 報告セグメントの概要
　吉野町下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営
しており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び特定環境保全
公共下水道事業の２つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

特定環境保全公共下水道における処理区で、し尿・生活雑排水等
を処理する業務

公共下水道事業における処理区で、し尿・生活雑排水等を処理
する業務

特定環境保全
公共下水道事業

公共下水道事業

事 業 の 内 容事 業 区 分

【　１１　】



２. 報告セグメントごとの営業収益等
令和８年度（自　令和８年４月１日　至　令和９年３月３１日）

（単位 ： 千円）

23,488
193,493
170,005
72,545

3,257,926
3,061,574

84,556
161,082

50

17,839

Ⅴ. リース契約により取得する固定資産

１. リース取引の処理方法
　リース料総額が300万円以上のフアイナンス・リース取引については、通常の売買 取引に
係る方法に準じた会計処理を行っている。
　リース料総額が300万円未満のフアイナンス・リース取引については、通常の賃貸 借取引に
係る方法に準じた会計処理を行っている。

2. リース資産に係る経過措置
　リース取引開始日が令和７年3月31日以前のリース取引については、引き続き通 常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３. 所有権移転外フアイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年内 35,000円

計 35,000円

合 計特定環境保全公共下水道公共下水道事業

　セグメント負債
　セグメント資産
　経常損益
　営業損益
　営業費用
　営業収益

153,079

22,314

162,896
3,627
8,500
9,675

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加

　特別損失
　減価償却費
　他会計繰入金

　その他の項目

892

3
8,054
4,228

16,947

48
153,028
80,328

1,174

2,908,495
3,095,029

68,918
161,505
183,818
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令和8年度吉野町下水道事業特別会計予算説明書

収益的収入

126,999 133,026 △ 6,027
23,488 23,828 △ 340
23,482 23,822 △ 340

6 6 0

103,511 109,198 △ 5,687
１.他会計補助金 23,279 29,867 △ 6,588

80,231 79,330 901

1 1 0

126,999 133,026 △ 6,027

収益的支出

209,694 210,855 △ 1,161
193,493 193,531 △ 38

2,105 882 1,223

3,350 3,302 48

15,595 19,877 △ 4,282

11,361 11,397 △ 36

161,082 158,073 3,009

前年度 比 較本年度

１.営業費用
１.下水道事業費用

５.減価償却費

４.流域下水道
　　維持管理負担金

３.総係費

２.ポンプ場費

１.管渠費

３.消費税及び
　　地方消費税還付金

款 項 目

収 益 的 収 入 合 計

１.下水道使用料

２.営業外収益

２.長期前受金戻入

２.その他営業収益

1.下水道事業収益
１.営業収益

款 比 較前年度本年度目項
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（単位 : 千円）

金 額

22,327
1,155

6

23,279

5,564
58,868

6
15,793

1

金 額

80
2,025

210
2,144

996

4,190
3,740

610
1,274

636
6

240
18

1,707
1,323

60
1,430

281
80

11,361

134,345
26,737

備 考
区 分

節

１.公共下水道使用料
２.特定環境保全公共下水道使用料

１.手数料

１.一般会計補助金

１.工事負担金長期前受金戻入
２.国庫補助金長期前受金戻入
３.県補助金長期前受金戻入
４.一般会計補助金長期前受金戻入

1.消費税及び地方消費税還付金

区 分
節

特定環境保全公共下水道使用料
公共下水道使用料

公認業者・責任技術者登録手数料

給与費・維持管理事業費・長期債償還利子

備 考

１.備消品費 管渠用消耗品
２.修繕費 ポンプ・舗装・通報装置等修繕

１.通信運搬費 電話回線使用料
２.委託料 ポンプ保守・マンホールポンプ通報装置保守
３.動力費 マンホールポンプ・宅内ポンプ

１.給料 職員１名分
２.手当 職員１名分
３.賞与引当金繰入額 職員１名分（期末手当・勤勉手当）
４.法定福利費 職員１名分
５.法定福利費引当金繰入額 職員１名分（共済組合負担金）
６.旅費 出張旅費
７.燃料費 公用車ガソリン
８.光熱水費 水道料金
９.委託料 システム保守・企業会計支援
10.手数料 使用料徴収事務手数料　
１１.賃借料 リース（公用車）
１２.使用料 システム、電算機器及びソフト使用料
１３.負担金 各種協会負担金　水洗便所改造助成金・会費

１４.保険料 施設・公用車

２.無形固定資産減価償却費 施設利用権

１.流域下水道維持管理負担金 流域下水道維持負担金

１.有形固定資産減価償却費 建物・構築物・機械及び装置・車両・工具器具及び備品

【　１４　】



16,151 15,930 221

14,807 15,930 △ 1,123

1,344 0 1,344

50 1,394 △ 1,344
50 1,394 △ 1,344

209,694 210,855 △ 1,161収 益 的 支 出 合 計

２.営業外費用

１.支払利息及び
　　企業債取扱諸費
2.消費税及び
　　地方消費税

３.特別損失
１.過年度損益修正損

比 較款 項 目 本年度 前年度
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金 額

14,807

1,344

50

節
備 考

区 分

１.企業債利息

2.消費税及び地方消費税 消費税

１.過年度損益修正損 返還金

【　１６　】



資本的収入

154,910 152,750 2,160
93,600 83,800 9,800
93,600 83,800 9,800

61,277 68,917 △ 7,640
１.他会計補助金 61,277 68,917 △ 7,640

33 33 0
33 33 0

154,910 152,750 2,160

資本的支出

153,259 154,573 △ 1,314
17,839 18,956 △ 1,117

15,719 13,749 1,970

2,120 5,207 △ 3,087

135,420 135,617 △ 197
135,420 135,617 △ 197

153,259 154,573 △ 1,314資 本 的 支 出 合 計

2.企業債償還金

３.負担金

１.企業債償還金

２.固定資産購入費

１.資本的支出
１.建設改良費

比 較

資 本 的 収 入 合 計

款 項 目 本年度 前年度

１.流域下水道
　　建設負担金

１.企業債
１.企業債

２.補助金

１.受益者負担金

本年度 前年度 比 較

1.資本的収入

款 項 目
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金 額

12,000
75,900
5,700

61,277

33

金 額

15,719

2,000
120

135,420

節
備 考

区 分

節
備 考

区 分

１.他会計補助金 長期債償還元金

２.資本費平準化債
３.その他企業債

１.企業債償還金

２.工具器具及び備品購入費 マンホール蓋
１.構築物購入費 マンホールポンプ

１.流域下水道建設負担金

１.受益者負担金 受益者負担金

流域下水道事業建設負担金・マンホールポンプ更新工事

１.下水道事業債 流域下水道事業建設負担金・マンホールポンプ更新工事
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